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•A１  予算とは１年間の収入と支出を見積もることです。 
•新しい年度が始まる前に、その１年間で、どのぐらいの収入があるの
か、また行政サービスをどのように行うのかを計画し、そのために使
うお金を見積もります。これらの内容をまとめたものが予算書です。 

Q１ 予算って何ですか？ 

•A２ 市長のつくった予算案が、市議会の審議をへて議決 
         により予算として成立します。 

•市役所のそれぞれの担当部署が、総合計画や各種計画に基づき作成し
た案に、市民のみなさんの意見や要望を取り入れ「１年間の行政サー
ビス」を検討します。市長は各担当部署の案をもとに自分の考え方を
加えて予算案としてまとめ、市議会に提案します。 

•市民を代表する市議会は、提案された予算案をいろいろな面から審議
したうえで議決により予算を決めます。 

Ｑ２ 予算はどうやって決まる 

   のですか？                                                                                             

•A３ 変えられます。その予算を補正予算といいます。 
•市議会で決定した予算を使っていくうえで、予算を見積もるときに予
測できなかったことが起こるときがあります。例えば、台風などの自
然災害により、急にお金を使わなければならないときなどは予算を変
える必要があります。このような場合にも、市長が変更する予算案を
つくり、最初の予算と同じように市議会へ提案します。この予算のこ
とを補正予算といいます。 

Ｑ３  一度決めた予算は、変えら 

    れないの？ 

予算とは？ Q&A 



- 2 - 

 

 

  

一般会計 教育、福祉や道路・公園の整備など基礎的な行政サービスを行う会計。 

特別会計 

（7 会計） 

特定の事業を特定の収入によって行い、その収支を一般会計から切り離して

経理する会計。 

伊賀市には、国民健康保険事業など 7 つの特別会計があります。 

企業会計 

（３会計） 

民間企業と同じように事業で収益をあげて運営している会計。 

伊賀市には、病院事業、水道事業、下水道事業の３つの企業会計があります。 

財産区特別会計 

（2 会計） 

財産区の財産の管理運営をするための会計。 

伊賀市には、島ヶ原財産区と大山田財産区の２つの特別会計があります。 

一般会計 

453億3,507万円 

55.7% 

特別会計 

212億2,702万円 

26.0% 

企業会計 

148億2,467万円 

18.2% 

財産区特別会計 

4,027万円 

0.1% 

全会計 

814億 

2,703万円 

財産区とは… 

 山林などの財産などを保有しており、地方自治法により法人格が認められた「特別地方公共

団体」です。財産区の権限は、財産又は公の施設の管理及び処分又は廃止に限られているため、

市のように広範囲で事務を処理することはできません。 

伊賀市の会計規模 
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一般財源 市が自由に使いみちを決められるお金。 例）市税、地方交付税など 

特定財源 使いみちがあらかじめ決められているお金。例)国・県支出金、市債など 

自主財源 市が自主的に収入できるお金。 

市税 市民の皆様から納めていただいた税金。 

負担金・使用料など 市が行う事業に対する負担金や使用料。 

その他 基金繰入金やその他の諸収入など。 

依存財源 国や県からもらう交付金などの収入。 

市債 道路・公園、市の施設などをつくるために借り入れるお金。 

国・県支出金 みなさんが国や県に納める税金の一部で、使いみちが決められています。 

国からの交付金 みなさんが国や県に納める税金の一部で、地方交付税や地方譲与税など

として交付されます。使いみちは自由です。 

 

自主財源 

42% 

依存財源 

58% 

負担金・使用料

など 

12億6,594万円 

その他 

33億6,087万円 
国からの交付金 

123億783万円 

国県支出金 

77億6,682万円 

市債 

63億7,268万円 

歳入 

453億3,507万円 

   市税 

142億6,093万円    

一般会計歳入予算 
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議会費 

2億9,802万円 

総務費 

72億8,602万円 

民生費 

139億1,996万円 

衛生費 

73億1,870万円 

労働費 

7,403万円 

農林業費 

17億2,755万円 商工費 

4億368万円 

土木費 

24億8,182万円 

消防費 

16億5,846万円 

教育費 

35億2,986万円 

災害復旧費 

2億3,000万円 

公債費 

63億7,697万円 

予備費 

3,000万円 

歳出（目的別） 
453億3,507万円 

議会費 議会運営にかかる経費。 

総務費 庁舎管理やシステム保守、地域振興や住民自治などの経費。 

民生費 福祉全般にかかる経費。市の事業の中で最も割合が大きい経費です。 

衛生費 環境対策や清掃事業、健康推進などにかかる経費。 

労働費 地元の雇用の促進にかかる経費。 

農林業費 農業や林業にかかる経費。 

商工費 商工業や観光振興にかかる経費。 

土木費 道路、公園、市営住宅などの維持管理や建設事業にかかる経費。 

消防費 消防活動等にかかる経費。 

教育費 市立の小中学校や幼稚園の管理、文化財、スポーツ振興にかかる経費。 

災害復旧費 台風などの災害により破損した道路などの復旧にかかる経費。 

公債費 市債の償還や利子にかかる経費。 

予備費 台風や大雪などの予測できない事態で、緊急に支出が必要になるときのた

めの経費。 

一般会計歳出予算 
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人件費 市長や職員、議員や各種委員、嘱託職員や消防団員の報酬。 

物件費 行政運営上必要な経費。旅費、賃金、光熱水費、通信運搬費、施設維持

にかかる委託料など。 

維持補修費 庁舎や公園、道路などの公共施設の維持補修にかかる経費。 

扶助費 児童、高齢者、障がい者、生活困窮者などに対して市が行う支援にかか

る経費。 

補助費等 各種団体への助成、負担金などにかかる経費。 

投資的経費 市が行う建設事業と災害復旧にかかる経費。 

投資・出資・貸付金 県との協調融資の原資や他会計への出資、貸付金などの経費。 

積立金 市の貯金である「基金」への積立金。 

繰出金 一般会計と特別会計、又は特別会計間において支出される経費。 

※義務的経費…人件費、扶助費、公債費は地方公共団体の義務的経費といわれ、支出が義務

づけられているものや任意に削減しにくい硬直性の高い経費です。これらが歳出予算に占める

割合が低いほど健全な財政であるとされています。 

 

義務的経費 

50% 

投資的経費 

14% 

その他経費 

36% 

人件費 

86億7,734万円 

扶助費 

75億2,747万円 

公債費 

63億7,697万円 普通建設事業費 

60億4,414万円 

災害復旧事業費 

2億3,000万円 

物件費 

78億5,162万円 

補助費等 

50億2,019万円 

維持補修費 

4億7,354万円 
繰出金 

24億6,120万円 

その他 

6億7,260万円 

歳出（性質別） 

453億3,507万円 

一般会計歳出予算 
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 本予算は、将来の人口減少を緩和し、将来にわたって活気ある社会を維持してい

くことを目的として策定した「伊賀市まち・ひと・しごと創生総合戦略」及び「第

2 次伊賀市総合計画第 2 次再生計画」に基づく事業を実施するための予算となっ

ています。 

平成２９年度に引き続き、合併特例債を活用する事業や地方創生推進交付金活用

事業、子育て支援基金を活用する事業などの取り組みを進める予算としています。 

 

                   <地方創生推進交付金事業> 

 

 

地方創生推進事業   ３，６１１万円 

 市内の高校等と連携し「自らが地域の担い手となり、よ
りよい”伊賀”を創る意識と実行力を持った若者を育て
る」をテーマとした「IGABITO（伊賀びと）育成プロ
ジェクト」に取り組みます。 

     財源内訳：国の負担額  １，８０５万円 

          市の負担額  １，８０６万円              

               担当課：総合政策課 

三重大学伊賀連携フィールド事業 

             ４７６万円 

 国立大学法人三重大学、上野商工会議所及び伊賀市
が連携協力し、地域振興上の諸課題を解決するために
研究・検討を進めます。地域活性化活動や市民向け生
涯学習講座の開催、人材育成活動などを通じて、伊賀
地域の発展のために取り組みます。 

     財源内訳：国の負担額   ２３８万円 

          市の負担額   ２３８万円              

              担当課：総合政策課 

平成３０年度予算 

地方創生予算 
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商工振興経費    ５，３１５万円 

 伊賀市産品及び事業者を伊賀ブランドとして認定し、
地域内外に発信することにより、地域づくりと産業の活
性化を図ります。  

      財源内訳 国の負担額   ３６１万円 

           市の負担額 ４，９５４万円                            

               担当課：商工労働課 

シティプロモーション推進事業 

           １億８６０万円 

 伊賀市の多彩な魅力や取り組みを、市民をはじめ市外
の方に伝えるため、「伊賀市シティプロモーション指
針」に基づく戦略的な事業やふるさと応援寄附金（ふる
さと納税）など伊賀市のＰＲ活動を積極的に行います。 

      財源内訳：国の負担額   ２８７万円 

           市の負担額 １億５７３万円              

               担当課：総合政策課 

特産農産物等振興事業   ６７８万円 

 特産野菜の生産、流通の構造改革を推進し、農作物の
高付加価値化と栽培農家の経営向上を図るため、補助対
象品目野菜の栽培を奨励します。また、伊賀の特産品で
ある伊賀米、伊賀牛を市外へ売り込むため、食材フェア
を開催します。 

        財源内訳：国の負担額 ２１９万円 

             市の負担額 ４５９万円               

               担当課：農林振興課 



- 8 - 

 

  

着地型観光推進事業経費  

             ９５７万円 

 「伊賀ぶらり体験博覧会 いがぶら」を継続して開催
することにより、地域全体で観光客を受け入れるしくみ
を作るとともに、観光資源の発掘と指導者となる人材の
育成を図ります。 

        財源内訳：国の負担額 ４７８万円 

             市の負担額 ４７９万円 

               担当課：観光戦略課 

観光戦略経費    ５，８４９万円 

 観光振興にかかる経費で、観光施設の維持管理、観光
に関する情報発信やイベントを行うとともに、忍者を活
かした観光誘客やまちづくりを行います。 

      財源内訳：国の負担額   ４００万円 

           市の負担額 ５，４４９万円              

               担当課：観光戦略課 

忍者市プロジェクト事業 

          １，１７７万円 

 忍者市宣言を行ったこと、また、日本遺産に伊賀・甲賀忍
者のストーリーが認定されたことを踏まえ、忍者という地域
資源を活用した観光誘客、情報発信に取り組みます。 

      財源内訳：国の負担額   ３５０万円 

           市の負担額   ８２７万円 

               担当課：観光戦略課 
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<子育て支援基金事業> 

『伊賀市版「出会いから結婚、妊娠、出産、子育てまで」安心支援パッケージ事業』 

 

【出会い、結婚】 

 

【妊娠・出産】 

 

結婚サポート事業      ５０万円 

 伊賀市内で結婚サポート事業（婚活等）を行う団体に対
して補助金を支出することにより事業が円滑に実施され、
出会い・結婚・妊娠・出産・子育てまで切れ目のない支援
を行います。 

          財源内訳：市の負担額 ５０万円 

               担当課：こども未来課 

利用者支援事業（母子保健型）       

            ２９８万円 

 妊娠・出産から子育て期までの家庭の個別ニーズを把
握した上で、必要なサービスを円滑に利用できるよう支
援計画を作成するなど、情報提供や相談支援を行い、切
れ目の無い支援を行います。 

  財源内訳：国・県の負担額  それぞれ９９万円 

         市の負担額     １００万円 

               担当課：健康推進課 

母子健康診査事業   ７，６７９万円 

 母子保健法に基づき、妊婦一般健診、乳児健診、１歳
６ヶ月児健診、３歳児健診など、母子の健康の保持及び
増進に関する事業を実施します。今年度から、産後間も
ない産婦のための産婦健診費用を助成します。   

      財源内訳：国の負担額   ２９５万円 

           市の負担額 ７，３８４万円             

               担当課：健康推進課 

健康・福祉の分野 
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【就学前（０歳～５歳）】 

 

５歳児発達相談事業    ８４万円 

 現在行われている幼児健診（１歳６ヵ月児健診、３歳
児健診）では、明らかにされなかった社会性や軽度の発
達上の問題を明らかにし、必要な場合には就学支援につ
なげます。また、子どもへの関わり方などについて相談
の機会を設けることで、保護者や保育者の「子どもの発
達特性について」の理解を深め、子育て支援につなげま
す。 

        財源内訳：市の負担額  ８４万円 

              担当課：こども未来課 

からだそだて事業    １８５万円 

 子どもの成長、発達に重要な「幼児期のからだづ
くり」を効率的に実施できるよう、幼児期に身体を
動かす機会や環境を充実させます。  

       財源内訳：市の負担額 １８５万円 

            担当課：保育幼稚園課 

医療費助成経費（現物給付化経費）          

          ８，１９５万円 

 緊急的に医療機関を受診することが多い０歳から就学
前までの子どもを対象に、子ども医療費の現物給付化
（窓口無料）を実施し、重点的に子育て世代を支援する
ことで、安心して子どもを産み育てることができる環境
の整備を図ります。 

      財源内訳：県の負担額 ２，７９４万円 

           市の負担額 ５，４０１万円 

               担当課：保険年金課 
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【就学時（6 歳～１５歳）】 

 

 

予防接種業務経費   

         ２億３，０４７万円 

 予防接種法に基づく定期予防接種を行うほか、乳幼児
に対するロタウイルスワクチン接種、おたふくかぜ予防
接種、高齢者に対する肺炎球菌ワクチン接種等の任意接
種に対し助成を行います。  

    財源内訳：県の負担額     ４５０万円 

         市の負担額 ２億２，５９７万円 

               担当課：健康推進課 

放課後児童対策事業   

          ８，０７５万円 

 昼間保護者のいない家庭の小学生を育成・指導する放課
後児童クラブを開設し、指定管理者制度による運営を行い
ます。（上野１２ヶ所 伊賀３ヶ所 島ヶ原１ヶ所 阿山
１ヶ所 大山田１ヶ所 青山１ヶ所） 

      財源内訳：国の負担額 ２，６８２万円 

           県の負担額 ２，６８２万円 

           市の負担額 ２，７１１万円 

              担当課：こども未来課 
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ごみ収集経費   ４億１，２２８万円 

 市内の一般廃棄物処理実施計画の策定を行い、分別収
集を市民に周知するとともに一般廃棄物の収集業務委託
などを行います。また、家庭から排出される一般廃棄物
の収集に伴い必要となる回収容器等の購入や、資源・ご
み収集日程表の作成を行っています。 

    財源内訳：市の負担額 ４億１，２２８万円    
担当課：廃棄物対策課、さくらリサイクルセンター、 

    青山振興課 

空家等対策推進事業経費   

           ４，０６５万円 

 空家等対策の推進に関する特別措置法に基づき、特定
空家等への措置を行います。また、空家等を適切に管理
し、利活用を促進するよう啓発を行います。  

      財源内訳：国の負担額 １，２８３万円 

           市の負担額 ２，７８２万円              

               担当課：市民生活課 

ごみ燃料化及び施設維持管理経費 

         ９億２，４１８万円 

 さくらリサイクルセンターにおいて、施設に搬入され
た可燃ごみから固形燃料であるＲＤＦを製造するための
経費です。製造したＲＤＦは、三重ごみ固形燃料発電所
へダンプトラックで搬送します。 

 また、搬入時における分別指導により、設備機器の故
障の防止に努めるとともに、可燃ごみの搬入・設備状況
などを把握して、適正な維持管理を行います。 

    財源内訳：市の負担額 ９億２，４１８万円 

        担当課：さくらリサイクルセンター 

生活・環境の分野 
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汚泥再生処理センター建設事業    

        ３２億５，５１１万円 

 伊賀市汚泥再生処理センターの施設整備を実施する
ための経費です。 

  財源内訳：国の負担額   ８億６，４７４万円 

  市の負担額（市債を含む）２３億９，０３７万円 

              担当課：浄化センター 

国補消防施設整備事業   

           ４，４８０万円 

 老朽化した東消防署の救急車の更新をします。ま
た、１１９番通報時に通報者の位置を地図上に表示
し、発生場所を特定する時間を短縮できる装置を導入
し、救命率の向上を図ります。  

      財源内訳：国の負担額 １，９５２万円 

    市の負担額（市債を含む） ２，５２８万円              

               担当課：消防総務課 
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地場産業振興事業    ８８７万円 

 じばさんまつりや、県内外の観光、物産展の出展を
伊賀市物産協会へ委託するとともに、伝統的工芸品産
業の支援、伊賀組紐と伊賀焼の振興を図ります。 

       財源内訳：市の負担額 ８８７万円 

              担当課：観光戦略課 

街なみ環境整備事業  

          ７，６８６万円 

 社会資本総合整備計画に基づき、城下町の回遊性向
上のため中心市街地の基盤づくりを推進します。成瀬
平馬家長屋門の保存修理工事などを実施し、住環境整
備を図ります。また、「うえのまちまちづくり協議
会」の運営活動に対して助成を行います。 

     財源内訳：国の負担額  １，２５５万円 

     市の負担額（市債を含む）６，４３１万円 

      担当課：中心市街地推進課、都市計画課 

企業立地促進経費            

       １億２，２６７万円 

 伊賀市工場誘致条例に基づき、企業誘致を推進しま
す。また、未操業企業の早期操業に向け支援するとと
もに、民間遊休地等への企業誘致を推進します。 

   財源内訳：市の負担額 １億２，２６７万円 

              担当課：商工労働課  

産業・交流の分野 
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南庁舎整備事業            

          ３，５６２万円 

 市役所機能移転後の旧庁舎を含む上野丸之内周辺
エリアについて、賑わい創出の拠点となるような施
設を整備するため、昨年度に引き続き南庁舎基本設
計及び耐震補強計画を実施します。 

   財源内訳：市の負担額（市債を含む） 

                ３，５６２万円 

           担当課：中心市街地推進課  
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鉄道網整備促進経費 

             ８０６万円 

 ＪＲ佐那具駅・島ヶ原駅の運営業務、ＪＲ伊賀上野駅
トイレ維持管理業務、草津線複線化促進業務、リニア中
央新幹線建設促進業務などにかかる経費です。 

        財源内訳：市の負担額 ８０６万円 

        担当課：交通政策課、島ヶ原振興課 

伊賀鉄道活性化促進事業            

        ３億１，６４７万円      

 車両や駅舎、線路などの鉄道施設や設備の維持管理等
を行うとともに、伊賀鉄道株式会社に対して運営費の補
助を行い、市民の移動手段の確保を図ります。 

  財源内訳：国の負担額     ４，１５４万円 

       県の負担額     ２，０７７万円 

  市の負担額（市債を含む） ２億５，４１６万円               

               担当課：交通政策課  

行政バス運行経費                  

           ９，９７５万円 

 市街地や公共交通不便地域における高齢者などの移動
手段を確保するため、しらさぎなどの行政バスを運行し
ます。地域住民の要望や利用実態を把握し、伊賀市地域
公共交通網形成計画に沿った効率的な運行を行います。 

      財源内訳：市の負担額 ９，９７５万円              

        担当課：交通政策課、各支所振興課 

生活基盤の分野 
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個人住宅耐震診断支援事業 

             ２３２万円 

 昭和５６年５月３１日以前に着工され、旧建築基準法
で建設された階数が３階以下の木造住宅の耐震診断を無
料で行います。 

       財源内訳：国の負担額  １１６万円 

            県の負担額   ５８万円 

            市の負担額   ５８万円 

                 担当課：住宅課 

移住促進空き家改修事業 

             ４００万円 

 県外から移住する人が、市内の空き家住宅又は空き建
築物を住宅として使用するために、必要な改修工事に対
して補助を行います。 

        財源内訳：県の負担額 ２００万円 

             市の負担額 ２００万円 

                 担当課：住宅課 
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同和教育研究推進事業    

           １，３８１万円 

 部落差別をはじめとする一切の差別を認めない人権尊
重の精神を高めるために、関係機関・団体と連携し、広
く教育の場をはじめ、あらゆる機会をとらえ積極的な啓
発活動事業を推進します。 

      財源内訳：市の負担額 １，３８１万円 

       担当課：生涯学習課、いがまち公民館 

スクールバス運転管理及び維持経費（小
学校及び中学校）          

         ２億５，０３６万円 

 小学校と中学校のスクールバス運行にかかる運転管理
及び維持管理に係る経費です。 

    財源内訳：国の負担額   １，８０８万円 

         市の負担額 ２億３，２２８万円 

               担当課：教育総務課 

施設改修事業（小学校及び中学校）            

         １億１，４８７万円 

 経年劣化などに伴う、施設などの改修に係る経費で
す。 

 本年度は、阿山小学校北校舎大規模改修工事、柘植小
学校プール塗装工事などを行います。 

     財源内訳：国の負担額  １，９９２万円 

     市の負担額（市債を含む）９，４９５万円 

               担当課：教育総務課 

教育・人権の分野 
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小学校給食センター建設事業              

           ４，０７６万円 

 民間活力を導入し、平成３２年度の小学校給食セン
ター開設に向けて事業を行います。 

 本年度は、小学校給食センター配送校給食室改修工事
の設計や用地取得を行います。 

財源内訳：市の負担額（市債を含む）４，０７６万円 

               担当課：教育総務課 

（仮称）長田・新居小学校建設事業             

         ７億２，３６２万円 

  新居小学校の敷地内に校舎棟の建設工事を行いま
す。 

    財源内訳：国の負担額  １億３，１８１万円 

   市の負担額（市債を含む） ５億９，１８１万円 

               担当課：教育総務課 
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全国高校総体準備経費   ４５７万円 

 平成３０年度全国高等学校総合体育大会の開催
経費です。伊賀市では、男子サッカー競技を上野
運動公園競技場で開催します。 

     財源内訳：市の負担額 ４５７万円 

            担当課：国体推進課 

多文化共生推進事業 

           １，５６１万円 

 日本人住民と外国人住民が互いに理解し協力しあっ
て、国籍や文化の違いを越えて共生できる地域社会の構
築に向けて事業を推進します。多言語による生活・行政
情報の提供をはじめ、行政サービスの通訳や外国人住民
のための生活相談を受けるなど、外国人にとって暮らし
やすいまちづくりを推進します。 

            財源内訳 １，５６１万円 

               担当課：市民生活課 

三重国体準備経費     ６７５万円 

 平成33年の三重国体開催に向けた準備経費です。
伊賀市でもサッカー女子・剣道・ハンドボール少年
女子・軟式野球・クレー射撃の会場として内定を受
けています。 

      財源内訳：県の負担額 １８６万円 

           市の負担額 ４８９万円 

             担当課：国体推進課 

文化・地域づくりの分野 
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住民自治協議会推進経費              

         １億８，０７２万円 

 伊賀市自治基本条例に基づき、各地域における住民自
治協議会の運営及び地域が主体となり取り組むまちづく
り事業を支援するため、地域包括交付金を交付し、住民
自治活動の推進を図ります。 

    財源内訳：市の負担額 １億８，０７２万円 

     担当課：地域づくり推進課、各支所振興課 

文化振興一般経費          

             ７２２万円 

 だんじり鬼行列の運営に要する経費の助成について
は、ユネスコ無形文化遺産として保存・承継していくた
めの支援を行います。また、市民管弦楽団の育成によ
り、市民の音楽文化の振興を図る目的で、市民管弦楽団
の設置及び運営に要する経費を助成します。 

        財源内訳：市の負担額 ７２２万円                    

               担当課：文化交流課 

地区市民センター施設改修事業            

              ４，９２５万円 

 比自岐地区市民センターの防水・外壁・トイレ改
修工事、友生地区市民センターのトイレ改修工事等
を実施します。 

      財源内訳：市の負担額（市債を含む） 

                ４，９２５万円 

        担当課：上野振興課、阿山振興課 
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定住自立圏構想推進事業  ３０万円 

 京都府笠置町及び南山城村と形成する「伊賀・山城
南定住自立圏」において、将来像や推進する取り組み
を示す共生ビジョンに基づき、実施される「生活機能
の強化」、「結びつきやネットワークの強化」、「圏
域マネジメント能力の強化」にかかる事業についての
進捗管理、見直しを行います。 

       財源内訳：市の負担額  ３０万円 

              担当課：総合政策課 

庁舎整備事業  ９億６，７１５万円 

 平成２６年２月に策定した「伊賀市庁舎整備計画」
に基づき、防災拠点機能の早期充実、分散した庁舎機
能の集約と行政サービスの向上を図るため、庁舎新築
工事を実施しています。昨年３月に着手した建築工事
は順調に進捗しており、計画どおり平成３１年１月に
開庁する予定です。 

  財源内訳：県の負担額    １，３１０万円 

  市の負担額（市債を含む）９億５，４０５万円 

                担当課：管財課 

自治基本条例推進経費   ４2万円 

 伊賀市自治基本条例について、平成32年4月の改正
に向け、庁内及び伊賀市総合計画審議会等において、
検討を進めます。 

       

         財源内訳：市の負担額   ４2万円 

              担当課：総合政策課 

市全体の計画の推進 



- 23 - 

 

 

 

 

 

 

「災害に強い森林づくり」と「県民全体で森林を支える社会づくり」を進める

ため、「みえ森と緑の県民税」を活用して以下の事業を行います。 

○「みえ森と緑の県民税」の使いみちの例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当課：農林振興課 

 

 

「みえ森と緑の県民税」を活用した事業 

特定水源地域森林整備事業            ８５３万円 

 水源涵養
かんよう

機能の増進を目的に環境林整備協定を締結した特定水源地域におい

て、間伐施業等を行います。 

財源内訳：県の負担額 ７７１万円 

森のやすらぎ空間整備事業            １００万円 

森のやすらぎを街なかで感じられるよう、バッタリ床机の設置に対して支援を行

います。 

地域の森と緑のつながり支援事業           ８０万円 

地域の子ども達が地域住民とともに森林・林業に理解と関心を持ち、つながり

を感じられるよう、住民自治協議会等が実施する森や緑の学習活動に対して支援

を行います。 

未利用間伐材バイオマス利用推進事業    １，３００万円 

市内の森林から市内の木質バイオマス発電証明ガイドライン認定事業者まで、未

利用間伐材の搬出・運搬に要する経費の一部を助成します。 
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収 入       （453,400円） 

月収（給料など） 
288,300 円 

親からの支援など 
77,700 円 

預貯金の取り崩し※ 
23,700 円 

借金※ 
63,700 円 

支出       （453,400 円） 

食費など 
86,800 円 

自宅の増改築・修繕費 
62,700 円 

医療費 
75,300 円 

借金の返済 
63,800 円 

貯金 
4,200円 

各種会費 
50,200 円 

光熱費・交際費など 
110,400 円 

歳 入 

市税・国からの交付金など 
288 億3,000万円 

国・県支出金 
77 億 7,000 万円 

基金繰入金 
23 億 7,000 万円 

市債 
              63億 7,000万円 

歳出 

人件費 
86 億 8,000 万円 

投資的経費 
62 億 7,000 万円 

扶助費 
75 億 3,000 万円 

公債費 
63 億 8,000 万円 

積立金 
4 億 2,000 万円 

補助費等 
50億2,000万円 

物件費など 
110 億4,000万円 

伊賀市の財政状況 

 

月収 288,300 円の家庭とします。 予算総額 453 億 4,000 万円 

１ヶ月の支出額約 453,400 円をまかなうのに、月収に親からの支援

などを加えても、なお不足する額※（8 万 7,400 円）を借金や預貯

金の取り崩しに頼っていることになります。 

伊賀市の予算（一般会計約 453 億 4,000 万円）を１ヶ月の家計に 

たとえると・・・・・・ 

①家計簿
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基金とは…家計でいうと貯金のようなもので、市の貯金といえます。 

地方公共団体は基金を積み立てることが条例で定められています。 

②貯金

基礎的なサービスを行う一般会計では 

Ｈ30 年度末の基金残高の見込み額は およそ１２９億円 

○伊賀市の人口は およそ９2，０００人として計算すると… 

一人あたり およそ１4 万円の貯金となります。 
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 基金残高(単位：億円)  

特別会計なども含んだ伊賀市全体では 

Ｈ30 年度末の基金残高の見込み額は およそ１57 億円 

一人あたり およそ１7 万円の貯金となります。 
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市債とは…市の借金のことです。 

市債は、長期間使われる道路や公園などの公共施設の整備のために使っていま

す。 

現在の市民の税金で一度にまかなうよりも、お金を借りて長期に渡り返済する

ほうが、将来にわたって公共施設を利用するすべての世代の人が負担すること

になるため、世代間の公平性を図ることができます。 

基礎的なサービスを行う一般会計では 

Ｈ３０年度末の市債残高の見込み額は およそ５８３億円 

○伊賀市の人口は およそ９2，０００人として計算すると… 

一人あたり およそ６3 万円の借金となります。 

③借金 

 

特別会計なども含んだ伊賀市全体では 

Ｈ３０年度末の市債残高の見込み額は およそ 959 億円 

一人あたり およそ１０4 万円の借金となります。 
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